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はじめに 

 

 本報告書は、平成 23 年度日本貿易振興機構アジア経済研究所における基礎理論研究

会「新興国におけるベーシックインカムに関する理論研究」の成果である。ベーシック

インカムとは、市民であることを唯一の条件として全市民に一定額の現金を給付すべし

という政策提言である。ベーシックインカムは、既存の社会保障制度に対する代替案と

して先進国において盛んに議論されてきている。新興国においても少子高齢化は進行し

ており、少子高齢社会における社会保障のあり方が絶えず議論されてきている。新興国

においては社会保障制度が整備されつつあるが、全国民が公的年金制度や児童手当を受

給しているわけではない。さらに雇用制度が一段と柔軟化する中で、労働と結びついた

既存の社会保障は早々に限界に到達している｡そうした状況の中で、ベーシックインカ

ムはそれまでの労働と結びついた社会保障制度とは異なる発想を持った社会保障制度

として注目されるようになった。 

しかし現実には、ブラジルとナミビア等での実験的試みを除き、ベーシックインカム

を実施している国は未だに存在しない。他方、新興国においては財政的制約から子供と

高齢者を対象とした手当を支給すべきであるとの議論があり、その一部が実現されてい

る。また、現在実施されている条件付き現金給付政策について、アルゼンチンのように

制度の拡大を普遍的制度と呼ぶように、ベーシックインカムは、社会給付の普遍主義的

制度の理念型として既存の各種政策にも影響を与えている一面がある。本報告書では、

ベーシックインカムを中心に、広く各種の現金給付プログラムに関するアフリカ、ラテ

ンアメリカ、韓国における議論を紹介かつ検討し、また開発経済学の視点からベーシッ

クインカムがいかに正当化されるのかという点の議論を行っている。 
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